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１．物質に関する基本的事項 

（1）分子式・分子量・構造式 

1) タリウム 

物質名：タリウム 
CAS 番号：7440-28-0 
化審法官報公示整理番号： 
化管法政令番号： 
RTECS 番号：XG3425000 

元素記号：Tl 

原子量：204.38 
換算係数：1 ppm = 8.36 mg/m3 (気体、25℃) 

 

No. 物質名 CAS No. 
化審法官報 
公示整理番号 

RTECS 番号 
分子

量 
化学式 

2) 塩化タリウム (I) 7791-12-0 ― XG4200000 239.84 TlCl 

3) 三塩化タリウム (III) 13453-32-2 ― ― 310.74 TlCl3 

4) 酢酸タリウム (I) 563-68-8 2-2125 AJ5425000 263.42 TlC2H3O2 

5) 酸化タリウム (I) 1314-12-1 
1-820 

(酸化タリウム) 
XG5970000 424.77 Tl2O 

6) 酸化タリウム (III) 1314-32-5 
1-820 

(酸化タリウム) 
XG2975000 456.76 Tl2O3 

7) 硝酸タリウム (I) 10102-45-1 
1-1170 

(硝酸タリウム) 
XG5950000 266.39 TlNO3 

8) 硝酸タリウム (III) 13746-98-0 
1-1170 

(硝酸タリウム) 
QV2000000 390.40 Tl(NO3)3 

9) 炭酸タリウム (I) 6533-73-9 ― XG4000000 468.78 Tl2CO3 

10) マロン酸タリウム (I) 2757-18-8 2-917 OO1770000 510.81 Tl2C3H2O4 

11) 硫酸タリウム (I) 7446-18-6 
1-1171 

(硫酸タリウム) 
XG6800000 504.83 Tl2SO4 

（注）物質名に併記したローマ数字は、酸化数を示す。 

 

（2）物理化学的性状 

本物質の性状は以下の通りである。 
No. 化学式 性状 
1) Tl 白色の金属結晶で、α、β型の同素体がある 1) 。 
2) TlCl 水に難溶の立方晶系に属する無色の結晶 1) 
3) TlCl3 斜方晶系の黄色結晶 2) 
4) TlC2H3O2 無色の葉状晶 2) 
5) Tl2O 黒色固体 2) 
6) Tl2O3 黒色結晶 2) 
7) TlNO3 通常は斜方晶系に属する無色の結晶（γ型）1) 
8) Tl(NO3)3 無色結晶、空気中で風解する 2) 。 

［10］タリウム及びその化合物 
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No. 化学式 性状 
9) Tl2CO3 単斜晶系に属する無色の結晶 1) 
10) Tl2C3H2O4  
11) Tl2SO4 無色の片状晶 2) 

 

No. 化学式 融点 沸点 密度 

1) Tl 
304℃ 3)、303.5℃ 4) , 5) 1,473℃ (760 mmHg) 3)、

1,457℃4)、1,553 ℃5) 
11.8g/cm3 3)、11.85 g/cm34) 
α：11.85 g/cm3 5)、 
β：11.86～11.87 g/cm3 5) 

2) TlCl 
431℃ 3)、430℃ 4) , 5) 720℃ (760 mmHg) 3)、

807℃ 5) 
7.0 g/cm3 3) , 4)、 
7.004 g/cm3 5) 

3) TlCl3 155℃ 3) , 5)   4.7 g/cm3 3), 5)  

4) TlC2H3O2 131℃ 3) , 4) , 5)  3.68 g/cm3 3) , 4) , 5) 

5) Tl2O 
579℃ 3)、≒300℃ 4)、

300℃ 5) 
≒1,080℃ (760 mmHg) 

3) 、1,080 ℃4) , 5) 
9.52 g/cm3 3) 、 
9.52 g/cm3 (16℃) 5) 

6) Tl2O3 
834℃ 3)、717℃ 4) 、 
～717℃ 5) 

 10.2 g/cm3 3)、 
9.65 g/cm3 4) 、 
10.11 g/cm3 5) 

7) TlNO3 
206℃ 3) , 4) , 5)  450℃ (760 mmHg) (分解

する) 4) 、 
450℃ (分解する) 5) 

5.55 g/cm3 3) , 4) , 5) 

8) Tl(NO3)3 102～105℃(3 水和物) 5)   

9) Tl2CO3 
273℃ 3)、272 ℃ 4) , 5)  7.11 g/cm3 3) , 5)、 

7.1 g/cm3 4) 
10) Tl2C3H2O4 

   
11) Tl2SO4 632℃ 3) , 4) , 5) 分解する 5) 6.77 g/cm3 3) , 4) , 5) 

 
No. 化学式 蒸気圧 log Kow 解離定数 
1) Tl    
2) TlCl    
3) TlCl3    
4) TlC2H3O2    
5) Tl2O    
6) Tl2O3    
7) TlNO3    
8) Tl(NO3)3    
9) Tl2CO3    

10) Tl2C3H2O4    
11) Tl2SO4    

 
No. 化学式 水溶性(水溶解度) 
1) Tl 不溶 3) , 4) , 5) 
2) TlCl 3.3×103 mg/1,000g (20℃) 3) , 5) 
3) TlCl3  
4) TlC2H3O2  
5) Tl2O 可溶 4) 
6) Tl2O3 不溶3) , 4) , 5) 
7) TlNO3 9.55×104 mg/1,000g (20℃) 3) , 5) 
8) Tl(NO3)3 分解する5) 
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No. 化学式 水溶性(水溶解度) 
9) Tl2CO3 4.69×104 mg/1,000g (20℃) 3)、5.3×104 mg/1,000g (20℃) 5) 

10) Tl2C3H2O4  
11) Tl2SO4 5.47×104 mg/1,000g (25℃) 3) 、4.87×104 mg/1,000g (20℃) 4) , 5) 

 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

タリウムは、Tl (I)、TI (III) の酸化状態が重要とされている。1 価の化合物は、アルカリ金属

のような挙動を示し、3 価の化合物は、アルミニウムに似た挙動を示す。1 価のタリウムは、水

中で 3 価よりも安定であるのに対し、3 価のタリウムは、有機化合物中で安定である7) 。石炭火

力発電所、セメント工場、精錬所などの排出源周辺における大気中タリウムの主な排出源は、

フライアッシュである7) 。 

水中の溶存体タリウムの多くは、主に 1 価で存在すると考えられるが、強く酸化された淡水

や多くの海水では 3 価が多い可能性がある7) 。また、海水の溶存種は、Tl+との情報もある8) 。 

塩化タリウム (I) を用いた濃縮度試験の結果、タリウムの濃縮倍率は、78（ 小値）～158

（ 大値）の範囲であった9) 。 

 

（4）製造輸入量及び用途 

① 生産量・輸入量等 

タリウムは、銅、鉛、亜鉛などを硫化物鉱から精錬する際に生成する尾鉱、残渣、抽出液、

煙灰などから副産物として回収されるのが一般的である10)。 

タリウムのマテリアルフローを図 1 に示す10)。 

 

ヨードタリウム
ブロムタリウム

硫酸タリウム

酸化タリウム
フッ化タリウム

その他タリウム化合物

タリウム化合物

⾦属タリウム・化合物輸⼊ 合⾦類

銀合⾦

鉛合⾦

⽔銀合⾦（少量）国内⽣産量（不明）
輸⼊量 （9,605)

⽣産量（少量）

⽣産量（300）

⽣産量（300）

⽣産量（少量）

＜単結晶＞

＜溶 液＞

＜ガラス＞

（耐⾷性合⾦）

（特殊フューズ）

（低凝固点温度計）

（光ファイバー光学機器）

（殺⿏剤）

（低融点ガラス、⾼屈折分
散光学ガラス、（研究開発
⽤））

（脱酸剤、焔光線緑⾊着
⾊剤、ノッキング防⽌剤）

リサイクルなし

リサイクルなし

リサイクルなし

リサイクルなし

リサイクルなし

リサイクルなし

リサイクルなし

需要量（800）

＜原 料＞ ＜中間製品＞ ＜最終製品＞ ＜主要応⽤製品＞ ＜リサイクル＞
量の単位：マテリアル量kg

最終製品は2006年

 

図 1 タリウムのマテリアルフロー(2010) 
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タリウム化合物の化審法に基づき公表された一般化学物質としての製造・輸入数量の推移

を表 1.1 に示す11) 。 

 

表 1.1 タリウム化合物の製造・輸入数量（t）a)の推移 

平成（年度） 22 23 24 25 26 

酸化タリウム X b) X b) X b) X b) X b) 

マロン酸タリウム ―c) ―c) ―c) ―c) X b) 
注：a) 製造数量は出荷量を意味し、同一事業者内での自家消費分を含んでいない値を示す。 

      b) 届出事業者が 2 社以下のため、製造・輸入数量は公表されていない。 
         c) 公表されていない。 

 

タリウムの輸出量、輸入量の推移を表 1.2 に示す12) 。 

 
表 1.2 タリウムの輸出量･輸入量の推移 

平成（年） 18 19 20 21 22 

輸出量（t） 90.5 90.7 45.8 0.448 0.391 

輸入量（t） 0.234 0.618 0.747 1.04 9.61 

平成（年） 23 24 25 26 27 

輸出量（t） 0.753 0.796 12.9 0.721 0.693 

輸入量（t） ―b) 3.45 18.7 0.101 ―b) 

注：a) 普通貿易統計[少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より。 
    b) 公表されていない。  

 

硫酸タリウム（農薬）の国内生産量の推移を表 1.3 に示す15) 。 

 
表 1.3 硫酸タリウム（農薬）の国内生産量の推移 

平成（年）a) 17 18 19 20 21 

生産量（t）b) 0.1403 0.1394 0.1589 0.1505 0.1636 

平成（年）a) 22 23 24 25 26 

生産量（t）b) 0.1888 0.1963 0.0379 0 0 

注：a) 農薬年度 
  b) 農薬の製剤生産量に製剤の原体含有率を用いて原体当たりに換算した粒剤と液剤（比重は 1 と仮定）

の合計値。 
    c) 公表されていない。 

 

タリウムの国内需要量を表 1.4 に示す 16) 。2004 年の需要は、研究開発用途などにより増加したと

推測されている 10) 。 
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表 1.4 タリウムの国内需要（マテリアル kg） 

 1986 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 

タリウム合金類 少量 少量 少量 少量 少量 少量 少量 少量 少量 

ヨードタリウム、

ブロムタリウム 

少量 3,600 3,600 少量 少量 少量 少量 少量 少量 

硫酸タリウム 200 1,200 1,200 300 300 － － － － 

酸化タリウム、

フッ化タリウム、

硝酸タリウム 

3,000 31,200 31,200 1,500 300 － － － － 

その他タリウム

化合物 

少量 少量 少量 少量 少量 － － － － 

タリウム化合物

計 

3,500 36,000 36,000 2,000 800 800 800 800 800 

 

② 用 途 

金属タリウムの主な用途は、銀、鉛及び水銀との各種合金の原料である10)。 

タリウム化合物の主な用途は、硝酸タリウムあるいはフッ化タリウムが高屈折光学ガラスに用いられ

ている10)。酸化タリウム(III)は光学ガラス原料13)、硝酸タリウム(I)は特殊分析17)、マロン酸タリ

ウム(I)は試薬14)とされている。 

なお、硫酸タリウムの農薬登録（用途：殺鼠剤）は、平成 27 年 12 月 14 日に失効している18) 。 

 

（5）環境施策上の位置付け 

タリウム及びその化合物は、有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質に選定されてい

る。 

タリウム及びその化合物は、人健康影響の観点から水環境保全に向けた取組のための要調査

項目に選定されている。
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２．曝露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保

する観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からの曝露を中心に評価するこ

ととし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として 大濃度に

より評価を行っている。 

 

（1）環境中への排出量 

本物質は化学物質排出把握管理促進法（化管法）第一種指定化学物質ではないため、排出量

及び移動量は得られなかった。 

また、Nriagu1) は、タリウム発生源として石炭燃焼（電力、産業用・家庭用）、セメント製造

を挙げており、大気への排出量（1983 年における全世界の排出量）を推計している。貴田ら2)

は、日本全体の石炭火力による電力供給量（平成 12 年度）と Nriagu1) による石炭焼却の排出係

数を用いたタリウムの年間排出量を 41～164 t と推計している。 

貴田ら3)は、日本のごみ排出量 5,000 万トン／年の 3/4 が焼却されたと仮定し、タリウムの一

般廃棄物焼却炉から年間排出量を 0.3 t 未満、野焼き等の非制御燃焼を仮定した場合には 6 t 未

満と推計している。 

なお、日本で年間排出される主要な小型家電 9 品目の基板に存在するタリウム量は、26 kg/

年と推計されている4)。1998 年製の使用済みパソコンに含まれるタリウム量は、デスクトップ

型の本体に 0.1 mg/kg 未満、デスクトップ型の基板に 1 mg/kg 未満、ノート型の基板に 1 mg/kg

未満との報告がある5) 。 

 

（2）媒体別分配割合の予測 

タリウム及びその化合物の化学形態は環境中で様々に変化するため、媒体別分配割合の予測

を行うことは適切ではない。したがって、タリウム及びその化合物の媒体別分配割合の予測は

行わなかった。 

 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認さ

れた調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.1 に示す。

なお、得られた環境中濃度は化学形態別の濃度ではなく、全タリウムの濃度である。 

 
表 2.1 各媒体中の存在状況 

媒体 
幾何 

平均値 a) 
算術 
平均値 

小値 大値 a) 
検出 

下限値 
検出率 

調査 
地域 

測定 
年度 

文 献 

             

一般環境大気  µg Tl/m3 0.000086 0.000093 0.000046 0.00015 0.000002 5/5 全国 2006 6) 

  <0.00004 <0.00004 <0.00004 <0.00004 0.00004 0/2 新潟県、 
島根県 

1999 7) 

  0.000047 0.000064 <0.0000077 0.00014 0.0000077
～0.00004 

3/5 全国 1998 8) 
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媒体 
幾何 

平均値 a) 
算術 
平均値 

小値 大値 a) 
検出 

下限値 
検出率 

調査 
地域 

測定 
年度 

文 献 

             

室内空気 µg Tl/m3          

           

食物 µg Tl/g          

             

飲料水 µg Tl/L          

             

地下水 µg Tl/L          

           

土壌 µg Tl/g － 0.49 c) 0.010 c) 1.4 c) － －/78 全国 － 9) 

             

公共用水域・淡水   µg Tl/L 0.0030 0.0030 0.0030 0.0030 0.0017 1/1 宮城県 2006 6) 

  0.0038 0.016 0.00079 0.046 0.00071 3/3 東海 2008 10) d) 

  0.0025 0.0053 <0.0012 0.020 0.0012 12/14 信越 2007 10) d) 

  0.00091 0.0029 <0.00071 0.021 0.00071 36/54 東海 2007 10) d) 

  0.0063 0.019 <0.0012 0.11 0.0012 17/19 北海道、

関東 

2006 10) d) 

  0.0075 0.012 <0.00071 0.030 0.00071 21/22 関東、東

海 

2006 10) d) 

  0.0055 0.0070 0.0026 0.012 0.0012 4/4 関東 2005 10) d) 

  0.037 0.082 0.0018 0.58 0.0012 42/42 関東、九

州 

2003 10) d) 

  0.031 0.12 <0.0085 1.4 0.0085 7/17 岡山県、

鳥取県、

島根県 

2002 11) d) 

           

公共用水域・海水   µg Tl/L 0.013 0.013 0.010 0.015 0.0017 3/3 山口県、 
福岡県 

2006 6) 

  0.090 0.090 0.090 0.090 0.0085 1/1 岡山県 2002 11) d) 
           
底質(公共用水域・淡水) µg Tl/g 0.31 0.33 0.15 0.51 － 7/7 市川市 － 12) 

                      

底質(公共用水域・海水) µg Tl/g 0.32 0.33 0.25 0.42 － 4/4 市川市 － 12) 

           

魚類(公共用水域・淡水) µg Tl/g          

           

魚類(公共用水域・海水) µg Tl/g          

           

注：a) 大値又は幾何平均値の欄の太字で示した数字は、曝露の推定に用いた値を示す。 
  b) 1984～1987年に限られた地域を調査対象とした成人男性の陰膳調査の結果、一日摂取量0.53±0.28 µg/day（平

均値）の報告がある13)。 
  c) 原著の値を転記。濃度データは各調査地点(78 地点)の平均値による集計値ではなく、各サンプル(514 検体)

の濃度データを集計したもの。調査地点は、森林が も多いが、農地も含まれている。 
  d) メンブレンフィルター（0.45μm）ろ過水及びろ過残渣の測定結果の合計した参考値。 

 

（4）人に対する曝露量の推定（一日曝露量の予測最大量） 

一般環境大気及び公共用水域・淡水の実測値を用いて、人に対する曝露の推定を行った（表

2.2）。化学物質の人による一日曝露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量、食事量

及び土壌摂取量をそれぞれ 15 m3、2 L、2,000 g 及び 0.11 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定して



10 タリウム及びその化合物 

8 

いる。 

 
表 2.2 各媒体中の濃度と一日曝露量 

  媒  体 濃  度 一 日 曝 露 量 
  大気     
  一般環境大気 概ね 0.000086 µg Tl/m3 (2006) 概ね 0.000026 µg Tl/kg/day 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
     
  水質   

 平 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
 公共用水域・淡水 評価に耐えるデータは得られなかった

（過去の限られた地域で 0.031 µg Tl/L
未満程度 (2002)） 

評価に耐えるデータは得られなかった

（過去の限られた地域で 0.0012 µg 
Tl/kg/day 未満程度） 

      

 均 食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
（過去の限られた地域で 0.011 µg 
Tl/kg/day の報告がある） 

  土 壌 データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.49 µg Tl/g（算術平均値）程

度） 

データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.0011 µg Tl/kg/day（算術平

均値）程度） 
      

  大気   

  一般環境大気 概ね 0.00015 µg Tl/m3 (2006) 概ね 0.000045 µg Tl/kg/day 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

     
 水質   
 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
大  地下水 データは得られなかった データは得られなかった 
 公共用水域・淡水 評価に耐えるデータは得られなかった

（過去の限られた地域で 1.4 µg Tl/L 程

度 (2002)） 

評価に耐えるデータは得られなかった

（過去の限られた地域で 0.056 µg 
Tl/kg/day 程度） 

値      
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった（過去データで

はあるが 1.4 µg Tl/g 程度） 
データは得られなかった（過去のデータ

ではあるが 0.0031 µg Tl/kg/day 程度） 
      

 

吸入曝露の予測 大曝露濃度は、表 2.2 に示すとおり、一般環境大気のデータから概ね

0.00015 µg Tl/m3となった。 

 
表 2.3 人の一日曝露量 

媒 体 平均曝露量（μg Tl/kg/day） 予測 大曝露量（μg Tl/kg/day） 

 大 気  一般環境大気 0.000026 0.000045 

    室内空気   

    飲料水   

 水 質  地下水   

    公共用水域・淡水 （過去の限られた地域で 0.0012） （過去の限られた地域で 0.056） 

  食 物   (過去の限られた地域で 0.011) (過去の限られた地域で 0.011) 

  土 壌   
（過去のデータではあるが 0.0011

（算術平均値）） 
（過去のデータではあるが

0.0031） 

経口曝露量合計 

   

 参考値 1 0.00012 0.00012 

 参考値 2 0.00025 0.0044 
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媒 体 平均曝露量（μg Tl/kg/day） 予測 大曝露量（μg Tl/kg/day） 

 参考値 3 0.0121+0.0012 0.0701 

総曝露量 

 0.000026 0.000045 

 参考値 1 0.000146 0.000165 

 参考値 2 0.000276 0.004445 

 参考値 3 0.012126+0.0012 0.070145 

注：1) アンダーラインを付した値は、曝露量が「検出下限値未満」とされたものであることを示す。 
2) 総曝露量は、吸入曝露として一般環境大気を用いて算定したものである。 
3)（ ）内の数字は、経口曝露量合計の算出に用いていない。 
4) 食物の予測 大曝露量は、原著に摂取量の 大値が報告されていないため平均値を記載している。 
5) 参考値 1 は、公共用水域・淡水に国による 10 年以内の調査結果を用いた場合を示す。 
6) 参考値 2 は、公共用水域・淡水に文献で得られた 10 年以内の調査結果を用いた場合を示す。 
7) 参考値 3 は、過去のデータ（公共用水域・淡水、食物、土壌）を用いた場合を示す。 

 

経口曝露の予測 大曝露量は、評価に耐えるデータが得られず設定できなかった。なお、国

による 1 地点の公共用水域・淡水のデータ（0.0030 μg Tl/L）による経口曝露量は 0.00012 µg 

Tl/kg/day となり、文献で得られた公共用水域・淡水のデータ（0.11 μg Tl/L）による経口曝露量

は 0.0044 µg Tl/kg/day となった。また、過去の限られた地域を調査対象とした陰膳調査による一

日摂取量 0.53 µg Tl/day（平均値）を体重 50kg で除して算定した経口曝露量は 0.011 µg Tl/kg/day

（平均値）となり、過去の限られた地域を調査対象とした公共用水域・淡水（ 大濃度地点は

工業地帯河川の河口域）及び過去の土壌のデータの 大値を加えた経口曝露量の参考値は 0.070 

µg Tl/kg/day となった。 

 

（5）水生生物に対する曝露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対する曝露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.4 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）は、公共用水域の淡水域では評価

に耐えるデータが得られず設定できなかった。同海域の PEC は概ね 0.015 µg Tl/L であった。な

お、過去の限られた地域を調査対象とした公共用水域の水質では、工業地帯周辺の調査結果よ

り淡水域では 1.4 µg Tl/L 程度、海水域では 0.090 µg Tl/L の報告があった。 

 
表 2.4 公共用水域濃度 

水 域 平   均  大 値 

淡 水 

評価に耐えるデータは得られなか

った［過去の限られた地域で 0.031 
µg Tl/L 未満程度 (2002)］ 

評価に耐えるデータは得られなか

った［過去の限られた地域で 1.4 µg 
Tl/L 程度 (2002)］ 

海 水 
概ね 0.013 µg Tl/L (2006)［過去の限

られた地域で 0.090 µg Tl/L の報告

がある (2002)］ 

概ね 0.015 µg Tl/L (2006)［過去の限

られた地域で 0.090 µg Tl/L の報告

がある (2002)］ 

注：1) 環境中濃度での（ ）内の数値は測定年度を示す。 
    2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む。 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

ラットに 204Tl でラベルした硝酸タリウム 767 µg Tl/kg を強制経口投与、121 µg Tl/kg を気管内

投与した結果、いずれの投与経路でも投与量のほぼ全量が体内に吸収された。また、これらと

38µg Tl/kg を静脈内投与、96 µg Tl/kg を筋肉内投与又は皮下投与、144 µg Tl/kg を腹腔内投与し

た後の体内放射活性の変化を比較すると、経時的な残存割合には投与経路による大きな差はな

く、3.3 日の半減期で減少し、日々の排泄は糞中の方が尿中よりも 2～5 倍多かった 1) 。また、

ラットに致死量に近い硫酸タリウム 10 mg Tl/kg を強制経口投与した結果、8 日間で投与量の

20.8％が尿中に、32.4％が糞中に排泄され、体内半減期は 7.3 日と見積もられた 2) 。 

イヌに硫酸タリウム 25 mg Tl/kg を強制経口投与した結果、投与量の 32.0％が 3 日後までに尿

中に排泄され、36 日間で 61.6％が尿中に排泄された 3) 。また、ラットの結紮した空腸、回腸に

硫酸タリウム 4.1 µg Tl を投与して 1 時間の吸収率を調べた結果、空腸で 81.4％、回腸で 64.4％

であった 4) 。 

硫酸タリウムを投与したラット 5) 、マウス 6) 、ハムスター7) 、硝酸タリウムを投与したラッ

ト 1, 8) 、マロン酸タリウムを投与したハムスター7) 、塩化タリウムを投与したウサギ 9) の試験で

は、強制経口投与や腹腔内投与などによって吸収されたタリウムは速やかに体内に分布し、腎

臓に多く分布した。また、1 価又は 3 価に調整した無機タリウムイオンをラットに強制経口投与

又は腹腔内投与した結果、タリウムの体内分布や肝臓、腎臓の細胞内分布には投与経路や価数

の違いによる差はほとんどなかった。3 価に調整したジメチルタリウムの強制経口投与では、吸

収量は劣ったものの、体内分布や肝臓、腎臓の細胞内分布のパターンは無機タリウム投与時と

同様であった 10) 。 

ヒトでは、204Tl でラベルした硫酸タリウム 45 mg を経口投与し、その後も 45 mg を 3 日毎に

4 回経口投与した末期がん患者で血液中のタリウム量は 3 時間後にピーク（投与量の 3％）とな

り、その後減少して 24～48 時間は 1.6％で推移した。尿中には 5.5 日間で投与量の 15.3％を排出

したが、糞中には 3 日間で 0.4％とわずかであった。24 時間毎の体内タリウム量に対する排出割

合を平均すると 1日当たり 3.2％となり、初回投与から 24日後に死亡した時点で投与量の約 45％

が体内にあったと見積もられ、単位重量当たりのタリウム量は毛髪で も多く、次いで腎乳頭、

腎皮質、心筋、骨腫瘍部、脾臓、副腎髄質、肋骨皮質、骨腫瘍の肺転位部、膵臓、横断肋骨、

頭皮、肝臓、骨髄の順で多かった 11) 。 

塩化タリウムの 201Tl 標識体（2～5 mCi）を患者 4 人に静脈内投与した結果、血液中の放射活

性は 2 相性で急速に減少し、半減期は第 1 相が約 5 分、第 2 相が約 40 時間であった。また、ホ

ールボディーカウンター検査では腎臓や大腸、心臓、甲状腺で高い放射活性がみられ、全身の

放射活性半減期は約 10 日と見積もられた 12) 。 

 

（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 
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表 3.1 急性毒性 13) 

【タリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 

ラット 経口 LDLo 30 mg/kg 

 

【塩化タリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LDLo 55 mg/kg 
マウス 経口 LD50 24 mg/kg 
マウス 経口 LD50 23.7 mg/kg 

 

【酢酸タリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ヒト 経口 LDLo 12 mg/kg 
ヒト 経口 LDLo 13.3 mg/kg 
ラット 経口 LD50 41.3 mg/kg 
マウス 経口 LD50 35 mg/kg 

モルモット 経口 LDLo 15 mg/kg 
ウサギ 経口 LDLo 25 mg/kg 
イヌ 経口 LDLo 13 mg/kg 

 

【酸化タリウム（Ⅰ）】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 40.6 mg/kg 
ウサギ 経口 LDLo 31.2 mg/kg 
イヌ 経口 LDLo 31.2 mg/kg 

 

【酸化タリウム（Ⅲ）】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 44 mg/kg 

モルモット 経口 LDLo 5.2 mg/kg 
ウサギ 経口 LDLo 34 mg/kg 
イヌ 経口 LDLo 34 mg/kg 

 

【炭酸タリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 21.8 mg/kg 
ラット 経口 LD50 15 mg/kg 
マウス 経口 LD50 21 mg/kg 
ラット 経皮 LD50 117 mg/kg 

 

 

【硫酸タリウム】 
動物種 経路 致死量、中毒量等 
ヒト 経口 LDLo 2.166 mg/kg 
ヒト 経口 LDLo 3 mg/kg 
ヒト 経口 LDLo 14 mg/kg 
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動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 16 mg/kg 
ラット 経口 LDLo 24.7 mg/kg 
マウス 経口 LD50 23.5 mg/kg 
ネコ 経口 LDLo 40 mg/kg 
イヌ 経口 LDLo 16 mg/kg 
ブタ 経口 LDLo 2 mg/kg 

ラット 経皮 LD50 550 mg/kg 
 

タリウムを経口摂取すると胃腸管、神経系に影響を与え、脱毛を生じることがあり、腹痛

や吐き気、嘔吐、頭痛、脱力感、筋肉痛、かすみ眼、焦燥感、痙攣、心拍数増加を生じる 14) 。 

炭酸タリウム、硫酸タリウムは胃腸管、中枢神経系及び末梢神経系に影響を与え、脱毛を

生じることがあり、大量に摂取すると心血管系、腎臓及び肝臓に影響を与え、死に至ること

もある。経口摂取すると腹痛や吐き気、嘔吐、下痢、頭痛、脱力感、痙攣、筋肉痛、麻痺、

せん妄、意識喪失を生じる 15, 16) 。硫酸タリウムは眼、皮膚、おそらく気道を刺激し、吸入す

ると咳や咽頭痛、眼に入ると発赤、痛み、皮膚に付くと発赤を生じる 16) 。 

 

② 中・長期毒性 

ア）Wistar ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、0.0005、0.0015、0.005％の濃度で酢酸タリウム

を餌に添加して 15 週間投与した結果、0.005％群の雄は 5 週まで、雌は 13 週までに全数が

死亡し、15 週までに対照群の雌雄各 2 匹、0.0005％群の雄 2 匹、0.0015％群の雄 3 匹、雌 1

匹が死亡した。このため、6 週後に 0、0.003％群（雌雄各 5 匹）を追加して 9 週間投与した

結果、対照群の雄 2 匹、雌 1 匹、0.003％群の雄 4 匹、雌 3 匹が死亡した。0.0015％以上の

群では 2 週間後から脱毛がみられるようになり、投与期間終了後の 0.0015、0.003％群では

ほぼ被毛がなかった。投与群で組織への影響はなかったが、腎臓で軽度の重量増加がみら

れた 17) 。対照群のほぼ半数に死亡がみられたことから、この結果から信頼性のある NOAEL

は設定できないが、脱毛を影響指標にとると NOAEL は 0.0005％（0.4 mg Tl/kg/day 程度）

となる。 

 

イ）Sprague-Dawley ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、0.01、0.05、0.25 mg/kg/day の硫酸タ

リウムを 90 日間強制経口投与（7 日/週）した結果、体重や臓器の重量、組織に影響はなく、

血清の GOT（AST）、LDH、ナトリウム量の増加、血糖値の低下に用量に依存した有意な変

化がみられたが、正常範囲に収まるものであった。また、溶媒対照群の 1/4～1/3、投与群

のほぼ全数で流涙、眼球突出の所見が投与期間内に 1 回以上（ただし、頻度等の報告なし）

みられたが、眼科学的検査で異常はなかった。さらに投与群で脱毛の増加傾向がみられた

が、0.25 mg/kg/day 群の雌 2 匹以外は毛繕いや自然の生え替わりによるものであり、重要な

所見ではないと考えられた 18) 。しかし、生データを取り寄せて検討したところ、0.25 

mg/kg/day 群の雌 2 匹では毛包の萎縮を伴っており、脱毛をタリウムの毒性所見とした報告

例とも一致することから、NOAEL は 0.05 mg/kg/day（0.04 mg Tl/kg/day）であると考えられ

た 19) 。 
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ウ）雄ラット 10 匹を 1 群とし、0、0.8 mg/kg/day の硫酸タリウムを 3 ヶ月間（7 日/週）経口

投与し、1、2、3 ヶ月後に血清の尿素、クレアチニン、ビリルビン、GPT（ALT）を測定し

た結果、いずれも 1 ヶ月後から有意に上昇してビリルビンは投与前の約 6 倍、その他は約 2

倍になり、その後もわずかに増加して有意に高いままであった 20) 。この結果から、LOAEL

を 0.8 mg/kg/day（0.65 mg Tl/kg/day）とする。 

 

エ）Wistar ラット雌雄各 5 匹を 1 群とし、0、0.002、0.0035、0.005、0.01、0.05％の濃度で酸

化タリウム（Ⅲ）を餌に添加して 15 週間投与した結果、8 週までに 0.005％以上の群で雌雄

の全数が死亡し、15 週までに対照群の雄 1 匹、0.002％群の雌 2 匹、0.0035％群の雄 4 匹、

雌 2 匹が死亡した。0.002、0.0035％群の雄及び 0.0035％群の雌で著明な体重増加の抑制を

認め、0.002、0.0035％群の雄では 4 週間後頃から脱毛が始まり、6 週間後にほぼ完全に脱毛

状態となった。雄よりは軽度であるが、雌でも脱毛がみられた。0.002％群の雌雄及び

0.0035％群の雌で腎臓重量の有意な増加を認めたが、腎臓の組織に影響はなかった。皮膚の

組織検査では毛包や毛幹の減少、毛包の萎縮、脂腺の萎縮、表皮の角化亢進を認めた 17) 。

この結果から、LOAEL を 0.002％（1.8 mg Tl/kg/day 程度）とする。 

 

オ）Sprague-Dawley ラット雌 80 匹を 1 群とし、0.001％のタリウム濃度となるように硫酸タリ

ウムを飲水に添加して 36 週間投与した結果、投与期間終了までに 21％が死亡した。脱毛は

4 週間後に始まって 20％にみられるようになり、数匹は試験終了時までにほぼ被毛がなく

なった。また、電気生理学的検査では、運動活動電位及び感覚神経活動電位の低下を認め、

約半数で坐骨神経に形態学的変化（ウォーラー変性、ミエリン鞘の空胞化及び層状化など）

がみられた 21) 。なお、36 週間のタリウム摂取量は 250～300 mg Tl/kg とされており、これ

を投与日数で除すと 0.99～1.2 mg Tl/kg/day となる。 

 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Wistar ラット雄 10 匹を 1 群とし、0、0.001％の濃度で硫酸タリウムを飲水に添加して 60

日間投与した結果、一般状態や体重に影響はなく、目立った脱毛や神経障害の徴候もなか

ったが、0.001％群の精巣上体尾で運動精子の割合に有意な減少を認め、ほとんどの精巣上

体で未成熟な精子が高率にみられ、精巣のタリウム濃度は有意に高かった。組織検査では

精原細胞や精母細胞、精子細胞の形態、精細管の径に影響はなかったが、0.001％群で精細

管上皮の乱れ、セルトリ細胞の空胞化や滑面小胞体の腫大を認め、精巣のβ-グルクロニダ

ーゼ活性は有意に低かった。なお、飲水量から求めたタリウム摂取量は約 0.7 mg Tl/kg/day

であった 22) 。この結果から、LOAEL を 0.7 mg Tl/kg/day とする。 

 

イ）雄ラット（系統等不明）に 0、0.005、0.05、0.5 µg/kg/day の炭酸タリウムを 8 ヶ月間経口

投与した後に未処置の雌（16～18 匹/群）と交尾させて実施した優性致死突然変異試験の結

果、0.005 µg/kg/day 群での吸収胚数と着床後胚損失率の変化から優性致死突然変異の誘発

を認めたとした報告があったが 23) 、それらの数値に大きな差はなく、有意差の記載もなか

ったことから、詳細は不明であった。 
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ウ）Kunming マウス雄 20 匹を 1 群とし、0、0.0000001、0.000001、0.00001、0.0001、0.001％

の濃度で炭酸タリウムを飲水に添加して 6 ヶ月間投与し、各群の半数を未処置の雌と交尾

させた結果、精子の運動能への影響は 0.0000001％以上の群でみられ、0.000001％以上の群

で死亡精子数の有意な増加、0.00001％以上の群で精子数の有意な減少と形態異常精子の増

加を認めた。しかし、受胎率や吸収胚数に有意差はなく、むしろ生存胎仔数は 0.000001％

以上の群で有意に増加し、胎仔死亡率は 0.0000001～0.00001％群で有意に低かった 24) 。マ

ウスの平均体重を 20 g、1 日平均飲水量を 6 mL と仮定すると、各群の用量は 0.0003、0.003、

0.03、0.3、3 mg Tl/kg/day となり、極めて低用量で精子への影響があったことが示唆される

が、繁殖成績には悪影響がなかったことから、各群の精子数変化には生物学的意義はない

と考えられた。この結果から、NOAEL を 0.001％（3 mg Tl/kg/day）以上とする。 

 

エ）NOS albino ラット雌 30 匹を 1 群とし、0、0.0001％の濃度で硫酸タリウムを飲水に添加し

て妊娠期間及び授乳期間を通して投与し、離乳した仔には生後 60 日齢まで母ラットと同様

に飲水投与した結果、母ラットの体重や妊娠期間、出生仔数、仔の体重に影響はなかった。

また、同様にして授乳期間のみ投与した後に生後 60 日齢まで投与した場合も、仔の体重に

影響はなかった。しかし、妊娠期間に曝露された仔では毛器官の発達が不完全であり、授

乳期間のみに曝露された仔では脱毛がみられたが、いずれも 60 日齢までに回復し、対照群

と同等となった 25) 。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）タリウムは当初は淋病、梅毒、結核の治療薬として用いられていたが、少量服用すると

毛髪のケラチン生成が阻害されて2～3週間で脱毛を起こす性質によって脱毛剤としても使

用されるようになり、頭部白癬菌症の治療薬として繁用された歴史も長いとされている。

しかし、薬用量と中毒量の隔たりが小さく、数々の中毒を生じたことから次第に治療薬と

して使用されなくなり、1976 年頃には工業及び農業の分野でのみの使用となった 26) 。 

 

イ）子供の頭皮の黄癬、白癬などの感染症にタリウム化合物（主に酢酸タリウム）を経口治

療薬として使用した 1934 年以前の症例報告の調査では、4～10 mg/kg の経口投与を受けた

8,006 人の患者のうち、447 人（5.6％）が中毒を発症し、8 人が死亡（6 人が 8.0 mg/kg、1

人が 8.75 mg/kg、1 人が不明）していた。また、その他の臨床利用や産業曝露、殺鼠剤・害

虫駆除剤などからの曝露をあわせるとタリウム中毒患者は 778 人となり、46 人（5.9％）が

死亡していた 27) 。 

 

ウ）タリウムを含む殺鼠剤を自殺目的で経口摂取した 31 歳男性の症例では、急激な嘔吐で発

症し、半月後に左右下肢の自発痛、1 ヶ月後に頭髪の脱毛がみられるようになり、その後こ

れらの症状が増悪し、さらに着衣のまま入浴する等の異常行動が出現したため、1.5 ヶ月後

に入院した。入院時の検査では、左右の手指と膝以下の知覚異常と表在知覚の低下、左右

下肢の筋力低下と筋萎縮を認め、尿中タリウム濃度は 3.5 mg/L と高かった。また、正中神
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経の知覚神経伝導速度（SCV）とその伝導速度分布（DCV）の検査では SCV は正常下限値

より低く、DCV の測定項目のうち伝導速度が早い神経線維の伝導速度（V70～V90）も正

常下限値より低かった。しかし、入院から 10 週後には尿中タリウム濃度は 0.1 mg/L へと低

下し、自他覚的所見は筋力低下と筋萎縮を除きほぼ改善した。男性は入院から 9 ヶ月後に

退院し、下肢の筋力低下と足裏の軽度感覚異常は残存していたものの、DCV、SCV の値は

ともに正常範囲にまで回復した 28, 29) 。 

 

エ）ドイツのセメント工場でタリウムに平均 22.9 年間曝露された労働者 36 人の調査では、10

人に感覚障害、5 人に感覚消失、14 人に運動障害、3 人に四肢の筋力低下の訴えがあったが、

電気生理学的検査結果や血液、尿、毛髪中のタリウム濃度との関連はみられなかった。労

働者の半数には併発症（消化性潰瘍、糖尿病、肥満、呼吸不全症候群、アルコール性肝疾

患、関節・結合組織の障害、高血圧性血管疾患など）があったことから、それらの併発症

による可能性も考えられた 30) 。また、アメリカの電池製造工場でタリウムに曝露された労

働者 86 人、年齢や雇用期間、勤務形態、作業内容でマッチした対照群 79 人について医療

記録をもとに検討した調査では、いずれの疾患の発生率にも有意差はなかったが、曝露濃

度が低く、対象人数や観察期間も十分ではなかったことが制限要因と考えられた 31) 。 

 

オ）旧西ドイツのセメント工場周辺の住民を対象にした調査では、1,265 人で 24 時間尿の平

均タリウム濃度は 2.6 µg Tl/L（< 0.1～76.5 µg Tl/L）、1,163 人で毛髪中の平均タリウム濃度

は 9.5 ng Tl/g（0.6～565 ng Tl/g）であり、尿中濃度は都市部対照群 31 人の 0.4 µg Tl/L（< 0.1

～1.2 µg Tl/L）、地方対照群 10 人の 0.2 µg Tl/L（< 0.1～0.9 µg Tl/L）に比べて明らかに高か

った。曝露評価の結果、タリウムの主要な曝露経路は各家庭の庭で育った野菜や果物の摂

取であることが判明し、セメント工場から排出されたタリウムを含む粉塵の沈着が原因と

考えられ、他の曝露源や吸入経路の寄与は小さいと考えられた。そこで、< 2、2～20、> 20 

µg Tl/L の尿中濃度、< 10、10～50、> 50 ng Tl/g の毛髪中濃度で住民を 3 群に分けて比較し

た結果、典型的な中毒症状である脱毛はタリウム濃度と負の関連にあり、皮膚の変化や胃

腸障害にはタリウム濃度との関連がなかったが、睡眠障害、その他の神経症状（多発神経

障害、精神衰弱など）には正の関連があった 32) 。 

 

カ）上記セメント工場では 1979 年 8 月に製造工程を見直し、タリウムの排出を 1/100 以下に

削減したが、工場の周辺地域で 1978 年 1 月から 1979 年 8 月に産まれた子供 297 人につい

て調査を行ったところ、5 人に先天性奇形、6 人に軽度の先天性異常があり、州の統計デー

タから求めた先天性奇形のオッズ比は 6.25 と高かった。妊娠期を反映していないが、1979

年 9 月に実施した母親の尿中、毛髪中のタリウム濃度測定では、いずれの測定結果も一般

集団と比較すると低い範囲にあった。また、先天性奇形の 5 人のうち、2 人は遺伝的素因が

疑われ、他の 1 人も母親が妊娠中に庭で収穫した野菜や果物を摂取していなかった。この

ため、タリウムの曝露と先天性奇形には関連がないように考えられた 33) 。 

 

キ）アメリカの国民健康栄養調査（1999～2000 年）では、776 人の平均尿中タリウム濃度は

0.16 µg Tl/L（< 0.01～0.86µg Tl/L）であり、54 人が末梢動脈疾患に罹患していたが、年齢、
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性、人種、学歴、喫煙、尿中クレアチニンで調整したオッズ比に有意な増加はなかった 34) 。 

 

ク）中国湖北省内の 3 病院で 2012～2014 年に産まれた低出生体重児 204 人、出産病院、出生

児の性、妊娠年齢でマッチした対照群 612 人の症例対照研究では、出産した日の母親の尿

中タリウム濃度から 3 群（< 0.39、0.39～0.77、≧ 0.78 µg Tl/g クレアチニン）に分け、低

濃度群に対するオッズ比を求めると高濃度群のオッズ比は 1.52（95％ CI = 1.00～2.30）と

有意に高く、妊娠年齢、世帯収入、母親の BMI、出産歴、受動喫煙、妊娠中の高血圧で調

整したオッズ比 1.90（95％ CI = 1.01～3.58）も有意に高かった。また、出産年齢の中央値

（28 歳）、出生児の性、学歴、世帯収入、雇用の有無で層化して比較したところ、調整後の

オッズ比は 28 歳未満の高濃度群で 2.46（95％ CI = 1.05～5.88）、年収 50,000 元未満の高濃

度群で 2.53（95％ CI = 1.13～5.99）と有意に高かった。これらの結果から、出生前の高濃

度タリウム曝露は低出生体重児のリスク増加に関連することが示唆された 35) 。 

 

（3）発がん性 

① 主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2

に示すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関 (年) 分  類 

WHO IARC －  

EU EU －  

 EPA (2009) ヒトでの発がん性の可能性を評価するにはデータが不十分 
である＊。 

USA ACGIH －  

 NTP － 

日本 日本産業衛生学会 －  
ドイツ DFG －  
注：U.S.EPA（2009）は 2005 年のガイドラインに基づくため、分類に対応する記号はない。 

 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、硝酸タリウムは代謝活性化系（S9）無添加のネズミチフス菌 36) 、大

腸菌 36) 、酵母 37) で遺伝子突然変異を誘発しなかったが、枯草菌 36, 38) で DNA 傷害を誘発

した。炭酸タリウムはラット、マウスのワクシニアウイルスを感染させた胚由来線維芽細

胞で DNA 鎖切断を誘発した 23) 。硫酸タリウムはヒト末梢血リンパ球で小核を誘発しなか

った 39) 。 

in vivo 試験系では、炭酸タリウムを経口投与したラットで優性致死突然変異を誘発したと

した報告 23) があったが、詳細は不明であった。硫酸タリウムは経口摂取した中毒患者の末

梢血リンパ球で染色体異常、姉妹染色分体交換を誘発しなかったが、染色体消失型の小核
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の明らかな増加がみられた 40) 。タリウム中毒患者 13 人の末梢血リンパ球では染色体異常

の平均頻度に有意な増加を認め、うち 8 人の小核試験の結果は対照群のデータがないもの

の、1 人の小核頻度は顕著に高かった 41) 。核医学検査のためにタリウム 201（201Tl）を静脈

内投与した患者（24～25 人）の末梢血リンパ球で遺伝子突然変異 42, 43) 、染色体異常 43) の

誘発を認めなかったが、別の 21 人で実施した 3、30、90 日後の検査で 3 日後に染色体異常、

姉妹染色分体交換の誘発を認めた報告もあった 44) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

実験動物での発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

アメリカの電池製造工場でタリウムに曝露された労働者 86 人、年齢や雇用期間、勤務形

態、作業内容でマッチした対照群 79 人について医療記録をもとに検討した調査では、がん

の発生率に有意な増加はなかったが、調査の規模等は十分なものではなかった 31) 。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、

発がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断で

きない。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に

基づき無毒性量等を設定することとする。 

経口曝露については、中・長期毒性イ）に示したラットの試験から得られた硫酸タリウム

の NOAEL 0.04 mg Tl/kg/day（毛包の萎縮を伴った脱毛）を慢性曝露への補正が必要なことか

ら 10 で除した 0.004 mg Tl/kg/day が信頼性のある も低用量の知見と判断し、これを無毒性

量等に設定する。 

吸入曝露については、無毒性量等の設定ができなかった。 

 

② 健康リスクの初期評価結果 
 

        表 3.3 経口曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露量 予測 大曝露量 無毒性量等 MOE 

経口 
飲料水 － － 

0.004  
mg Tl/kg/day 

ラット 
－ 

公共用水

域・淡水 
－ － － 

 

経口曝露については、曝露量が把握されていないため、健康リスクの判定はできなかった。 

なお、公共用水域・淡水の 大値（1 地点）として報告のあった値から算出した経口曝露量

は 0.00012 µg Tl/kg/day であったが、参考としてこれと無毒性量等 0.004 mg Tl/kg/day から、動

物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた MOE（Margin of Exposure）
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

は 3,300 となる。また、限られた地域の公共用水域・淡水の 大値として報告のあった値から

算出した経口曝露量は 0.0044µg Tl/kg/day であったが、参考としてこれから算出した MOE は

91 となる。さらに、過去の限られた地域の公共用水域・淡水と過去の土壌及び食物の 大値

から算出した経口曝露量は 0.070 µg Tl/kg/day であったが、参考としてこれから算出した MOE

は 6 となる。このため、本物質の経口曝露については、健康リスクの評価に向けて経口曝露

の情報収集等を行う必要性があると考えられる。 
 
 
       表 3.4 吸入曝露による健康リスク（MOE の算定） 

曝露経路・媒体 平均曝露濃度 予測 大曝露濃度 無毒性量等 MOE 

吸入 
環境大気 概ね 0.000086 µg Tl/m3 概ね 0.00015 µg Tl/m3 

－ － 
－ 

室内空気 － － － 
 

吸入曝露については、無毒性量等が設定できず、健康リスクの判定はできなかった。 

なお、吸収率を 100％と仮定し、経口曝露の無毒性量等を吸入曝露の無毒性量等に換算する

と 0.013 mg Tl/m3となるが、参考としてこれと予測 大曝露濃度 0.00015 µg Tl/m3から、動物

実験結果より設定された知見であるために 10 で除して求めた MOE は 8,700 となる。このた

め、本物質の一般環境大気からの吸入曝露による健康リスクの評価に向けて吸入曝露の情報

収集等を行う必要性は低いと考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を、1 価及び 3 価のタリウムについて行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用の可能性を確

認したものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他の生物）ごとに整理すると 1 価タリウム

は表 4.1.1、3 価タリウムは表 4.1.2 のとおりとなった。 

 

表 4.1.1 水生生物に対する毒性値の概要 
【1価タリウム】 

生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値

[µg Tl/L] 

硬度 
[mg/L] 
／塩分 

生物名 
生物分類 
／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露 
期間 
［日］ 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 被験物質 

藻 類 ○  2.57 ― Chlorella sp. 
トレボウクシ

ア藻類 
EC50   
GRO (RATE) 

3 D C 1)-98027 Tl (I) 

  ○ <10 24 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
NOEC  
GRO (RATE) 

3 D C 
2)- 

2016034 
TlNO3 

 ○  87 24 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 

緑藻類 
EC50   
GRO (RATE) 

3 D C 
2)- 

2016034 
TlNO3 

 ○  130 ― 
Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50  GRO 3 D C 1)-9607 Tl2SO4 

 ○  330 塩分41 Ditylum brightwellii 珪藻類 EC50  GRO 5 D C 1)-6405 TlCl 

甲 殻 類 ○  81 48 Gammarus minus ヨコエビ属 LC50  MOR 4 B B 1)-14563 Tl2SO4 

 ○  330 85 
Streptocephalus 
proboscideus 

ホウネンエ

ビ目 
LC50  MOR 1 C C 1)-13669 Tl2SO4 

 

○  510 71 Daphnia magna 
オオミジン

コ 
EC50  IMM 2 B B 

2)- 
2016034 

TlNO3 

 

○  725 71 Daphnia pulex ミジンコ EC50  IMM 2 B B 
2)- 

2016034 
TlNO3 

魚 類  ○ <40 28～40 
Pimephales 
promelas 

ファットヘッ

ドミノー（胚） 
NOEC  MOR 30 A A 1)-10427 Tl2SO4 

 ○  1,900 48 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-14563 Tl2SO4 

 

○  3,200 40～48 
Oncorhynchus 
mykiss 

ニジマス LC50  MOR 4 B B 1)-61942 Tl (I) 

 

○  24,000 塩分34 Menidia beryllina 
トウゴロウ

イワシ科 
LC50  MOR 4 B B 1)-863 CH3COOTl 

そ の 他   202 230 Lemna minor コウキクサ 
EC20   
GRO (RATE) 

7 D ― 1)-113958 TlNO3 

 

○  397 230 Lemna minor コウキクサ 
EC50   
GRO (RATE) 

7 D C 1)-113958 TlNO3 



10 タリウム及びその化合物 

20 

生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値

[µg Tl/L] 

硬度 
[mg/L] 
／塩分 

生物名 
生物分類 
／和名 

エンドポイント

／影響内容 

曝露 
期間 
［日］ 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 被験物質 

そ の 他 ○  2,200 48 Physa heterostropha 
サカマキガ

イ属 
LC50  MOR 4 B B 1)-14563 Tl2SO4 

 

○  7,700 85 
Brachionus 
calyciflorus ツボワムシ LC50  MOR 1 C C 1)-13669 Tl2SO4 

急性／慢性：○印は該当する毒性値 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない、 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

EC20 (20% Effective Concentration)：20%影響濃度、EC50 (Median Effective Concentration)：半数影響濃度、 

LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度、NOEC (No Observed Effect Concentration)：無影響濃度 

影響内容 

GRO (Growth)：生長（植物）又は成長（動物）、IMM (Immobilization)：遊泳阻害、MOR (Mortality) : 死亡 

毒性値の算出方法 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 

 

 

1 価タリウムについて評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及

び慢性毒性値のそれぞれについて も小さい毒性値を予測無影響濃度 (PNEC) 導出のために採

用した。その知見の概要は以下のとおりである。 

 

1） 甲殻類 

Horneら1)-14563は、米国ASTMの試験方法 (E729, 1980) に準拠し、ヨコエビ属Gammarus minus

の急性毒性試験を実施した。被験物質には硫酸タリウム (I) が用いられた。試験は止水式で行

われ、設定試験濃度は0（対照区）、0.028、0.047、0.078、0.130、0.216、0.360、0.60、1.0 mg/L で

あった。試験用水には、米国ASTM推奨の再調整脱塩軟水（硬度48 mg/L 、CaCO3換算）が用い

られた。96時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき81 µg Tl/Lであった。 

 

2）魚 類 

Horne ら 1)-14563 は、米国 ASTM の試験方法 (E729, 1980) に準拠し、ニジマス Oncorhynchus 

mykiss (＝Salmo gairdneri) の急性毒性試験を実施した。被験物質には硫酸タリウム (I) が用いら

れた。試験は止水式で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、0.3、0.5、0.8、1.3、2.4、4.1 mg/L  で

あった。試験用水には、米国 ASTM 推奨の再調整脱塩軟水（硬度 48 mg/L、CaCO3換算）が用

いられた。96 時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき 1,900 µg Tl/L であった。 

また、LeBlanc と Dean1)-10427は、米国 EPA の試験方法 (EPA78-01-4646, 1972) に準拠して、フ

ァットヘッドミノーPimephales promelas の胚－仔魚期の慢性毒性試験を実施した。被験物質に

は硫酸タリウム (I) が用いられ、試験は流水式 (6 倍容量換水／日) で行われた。試験用水には
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曝気した地下水（硬度 28～40 mg/L、CaCO3換算）が用いられた。試験濃度の実測濃度は 0（対

照区）、40、120、200、350、720 µg Tl/L であった。仔魚の死亡に関するふ化後 30 日間無影響濃

度 (NOEC) は、40 µg Tl/L 未満とされた。 

 

3)その他の生物 

Horneら1)-14563は、米国ASTMの試験方法 (E729, 1980) に準拠し、サカマキガイ属Physa 

heterostrophaの急性毒性試験を実施した。被験物質には硫酸タリウム (I) が用いられた。試験は

止水式で行われ、設定試験濃度は0（対照区）、0.028、0.047、0.078、0.130、0.216、0.360、0.60、

1.0 mg/L であった。試験用水には、米国ASTM推奨の再調整脱塩軟水（硬度48 mg/L、CaCO3換

算）が用いられた。96時間半数致死濃度 (LC50) は、設定濃度に基づき2,200 µg Tl/Lであった。 

 

 
表 4.1.2 水生生物に対する毒性値の概要 

【3価タリウム】 

生物群 
急

性 
慢

性 
毒性値 

[µg Tl/L] 

硬度 
[mg/L]
／塩分 

生物名 生物分類／和名 
エンドポイント

／影響内容 

曝露 
期間 

［日］ 

試

験

の

信

頼

性 

採

用

の

可

能

性 

文献No. 被験物質 

藻 類   ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

甲殻類 ○  11 ― Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-80821 
Tl(NO3)3 

・3H2O 

 ○  33 ― Daphnia magna オオミジンコ LC50  MOR 2 C C 1)-80821 
TlCl3 

・4H2O 

魚 類   ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 

その他   110 195 
Gastrophryne 
carolinensis 

ジムグリガエル

科（胚） 
LC50  MOR 

7 
（～ふ化 
4 日後） 

B ― 1)-5305 TlCl3 

急性／慢性：○印は該当する毒性値 

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 

毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 

試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 
A：試験は信頼できる、B：試験はある程度信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可、 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値はある程度採用できる、C：毒性値は採用できない、 
―：採用の可能性は判断しない 

エンドポイント 

LC50 (Median Lethal Concentration)：半数致死濃度 

影響内容 

MOR（Mortality）：死亡 

 

（2）予測無影響濃度（PNEC）の設定 

1 価タリウムと 3 価タリウムを対象として、急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上

記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセスメント係数を適用し予測無影響濃度 (PNEC) を

求めた。 



10 タリウム及びその化合物 

22 

 

【1価タリウム】 

急性毒性値 

甲殻類 Gammarus minus 96 時間 LC50 81 µg Tl/L 

魚 類 Oncorhynchus mykiss 96 時間 LC50 1,900 µg Tl/L 

その他 Physa heterostropha 96 時間 LC50 2,200 µg Tl/L 

アセスメント係数：1,000［2 生物群（甲殻類、魚類）及びその他の生物について、信頼でき

る知見が得られたため］ 

これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた小さい方の毒性値（甲殻類の 81 µg Tl/L）をア

セスメント係数 1,000 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 0.081 µg Tl/L が得ら

れた。 

 

慢性毒性値 

魚 類 Pimephales promelas 30 日間 NOEC（死亡） 40 µg Tl/L 未満 

アセスメント係数：100［1 生物群（魚類）の信頼できる知見が得られたため］ 

 得られた毒性値（魚類の 40 µgTl/L 未満）をアセスメント係数 100 で除することにより、慢性

毒性値に基づく PNEC 値 0.4 µgTl/L 未満が得られた。 

 

【3価タリウム】 

3 価タリウムでは初期評価に採用可能な有害性情報が得られず、PNEC を設定できなかった。 

 

したがって、本評価における PNEC としては、1 価タリウムの 0.081 µg Tl/L を採用する。 

 

（3）生態リスクの初期評価結果 

 
表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 大濃度 (PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比 

公共用水域・淡水 

評価に耐えるデータは得ら

れなかった 
［過去の限られた地域で

0.031 µg Tl/L 未満程度(2002)］ 

評価に耐えるデータは得ら

れなかった 
［過去の限られた地域で

1.4 µg Tl/L 程度 (2002)］ 
0.081 

µg Tl/L 

― 

公共用水域・海水 

概ね 0.013 µg Tl/L (2006) 
［過去の限られた地域で

0.090 µg Tl/L の報告がある 
(2002)］ 

概ね 0.015 µg Tl/L (2006) 
［過去の限られた地域で

0.090 µg Tl/L の報告があ

る (2002)］ 

0.2 

 注：1) 環境中濃度での（  ）内の数値は測定年度を示す  

      2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
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本物質の公共用水域における濃度は、淡水域では評価に耐えるデータが得られなかった。海

水域では平均濃度でみると概ね 0.013 µg Tl/L であった。安全側の評価値として設定された予測

環境中濃度 (PEC) は、概ね 0.015 µg Tl/L であった。なお、得られた環境中濃度は化学形態別で

はなく、全タリウムとしての濃度である。 

環境中のタリウム濃度が全て 1 価のものであると仮定し、予測環境中濃度 (PEC) と予測無

影響濃度 (PNEC) の比を求めると、PEC / PNEC 比は海水域で 0.2 となる。 

また、過去のデータではあるが参考値として淡水域で 1.4 μg Tl/L 程度、海水域では 0.090 μg 

Tl/L という値が報告されており、環境中のタリウム濃度が全て 1 価のものであると仮定した場

合の PNEC との比は淡水域で 17、海水域では 1.1 となる。 

したがって、本物質については情報収集に努める必要があり、排出源を踏まえた環境中濃度

や環境中での存在形態に関する情報を充実させ、有害性情報の充実についても検討することが

望ましいと考えられる。 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。 

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要 
があると考えられる。 

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］ 
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